
平成21年 №７ 

国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程の一部を改正する規程 

国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程実施細則の一部を改正する細則 

 

制定理由 

  学長選考に係る意向投票を実施することに伴い，所要の改正を行うものである。 

 

承認経過 

  平成21年１月22日 学長選考会議 審議・承認 



 国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程の一部を改正する規程を次のように制

定する。 

 

  平成21年１月23日 

              国立大学法人東京学芸大学長 

                      鷲 山 恭 彦 

 

 

平成21年規程第４号 

   国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程の一部を改正する規程 

 

 国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程（平成16年規程第50号）の一部につい

て，別紙新旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 

 

 

 国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程実施細則の一部を改正する細則を次の

ように制定する。 

 

  平成21年１月23日 

              国立大学法人東京学芸大学長 

                      鷲 山 恭 彦 

 

 

平成21年細則第１号 

   国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程実施細則の一部を改正する細則 

 

 国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程実施細則（平成19年細則第２号）の一

部について，別紙新旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 



国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程の一部改正について 

 

   改正理由：学長選考に係る意向投票を実施することに伴い，所要の改正を行うものである。 

改       正 現       行 

 

   [省略] 

 

 （選考方法） 

第５条 学長の選考は，次に掲げる手続及び方法により行う。 

(1) 選考会議は，原則として複数人の候補者（以下「第１次候補者」とい

う。）を選考するとともに，候補者の氏名を公示する。 

(2) 選考会議は，別に定める学長選考意向投票管理委員会（以下「意向投票

管理委員会」という。）に対し，選考した第１次候補者の氏名，経歴及び

所信表明書を通知し，学長選考に係る意向投票（以下「意向投票」とい

う。）の実施を依頼する。 

(3) 意向投票管理委員会は，前号の依頼を受け，本学の常勤の職員（選考会

議委員である職員を除く。以下同じ。）による意向投票を実施し，その結

果を選考会議に報告する。この場合において，第１次候補者が１人のみの

場合についても，意向投票を行うものとする。 

(4) 選考会議は，前号の意向投票の結果を参考に，学長最終候補者を選考す

る。 

２～３ 〔省略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   [省略] 

 

 （選考方法） 

第５条 学長の選考は，次に掲げる手続及び方法により行う。 

(1) 選考会議は，５人の候補者（以下「第１次候補者」という。）を選考す

る。 

(2) 選考会議は，教授会に対し，選考した第１次候補者の氏名及び経歴を通

知し，第１次候補者のうちから３人の候補者（以下「第２次候補者」とい

う。）の推薦を依頼する。 

 

(3) 教授会は，前号の推薦依頼を受け，教授会構成員による選挙を実施し，

第２次候補者を選出し，選考会議に推薦する。 

 

 

(4) 選考会議は，第２次候補者のうちから学長最終候補者を選考する。 

 

２～３ 〔省略〕 

 

 （選挙の運営） 

第６条 前条第１項第３号に規定する選挙は，次条に規定する東京学芸大学学

長選挙管理委員会（以下「選挙管理委員会」という。）が運営するものとす

る。 

 （選挙管理委員会） 

第７条 選挙管理委員会は，学系ごとに教授会構成員（選考会議委員を除

く。）から選出した各２人の委員で組織する。 

２ 前項の選出は，教授会構成員による２名連記無記名投票により行う。 

３ 選挙管理委員会委員が第１次候補者となった場合は，委員になることがで

きないものとし，次点者を繰り上げて委員とする。 

４ 選挙管理委員会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選により定める。 

５ 委員長は，選挙管理委員会の会務を掌理する。 



 

 

 

 （意向投票有資格者） 

第６条 意向投票有資格者は，投票日に在職する本学の常勤の職員とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，意向投票日及び期日前投票期間の全期間におい

て休職中の者，育児休業中の者，停職中の者及び海外渡航中の者は，意向投

票有資格者となることができない。 

 （意向投票） 

第７条 意向投票は，前条に規定する意向投票有資格者による単記無記名投票

により行う。 

 

２ 意向投票は，期日前投票を認める。 

 （選考会議への報告及び公示） 

第８条 意向投票管理委員会は，意向投票の結果について，直ちに選考会議に

報告するとともに，公示しなければならない。 

 

 （任期） 

第９条 学長の任期は４年とし，再任を妨げない。ただし，引き続き６年を超

えて在任することはできない。 

 （学長解任の申出） 

第１０条 選考会議による学長解任の申出については，別に定める。 

 （補則） 

第１１条 この規程に定めるもののほか，学長の選考等に関し必要な細則及び

意向投票の実施等に関し必要な事項は，選考会議の議を経て別に定める。 

 

 （改廃） 

第１２条 この規程の改廃は，選考会議の議を経なければならない。 

 

附 則 

 この規程は，平成 21年１月 23日から施行する。 

 

６ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるときは，その職務を代行

する。 

 

 （選挙有資格者） 

第８条 選挙有資格者は，選挙日に在職する教授会構成員とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，選挙日及び不在者投票期間の全期間において休

職中の者，育児休業中の者，停職中の者及び海外渡航中の者は，選挙有資格

者となることができない。 

 （選挙） 

第９条 選挙は，前条に規定する選挙有資格者による単記無記名投票により行

い，得票高点順に上位３人を選出する。ただし，末位に得票同数の者がある

ときは，そのすべてを採る。 

２ 選挙は，不在者投票を認める。 

 （選考会議への推薦及び公示） 

第１０条 選挙管理委員会は，選挙の結果により選出された者について，その

氏名を得票数を付して得票順に配列し，直ちに選考会議に推薦するととも

に，公示しなければならない。 

 （任期） 

第１１条 学長の任期は４年とし，再任を妨げない。ただし，引き続き６年を

超えて在任することはできない。 

 （学長解任の申出） 

第１２条 選考会議による学長解任の申出については，別に定める。 

 （補則） 

第１３条 この規程に定めるもののほか，学長の選考等に関し必要な細則は，

選考会議の議を経て別に定め，選挙の実施に関し必要な事項は，選挙管理委

員会が別に定める。 

 （改廃） 

第１４条 この規程の改廃は，選考会議の議を経なければならない。 

 

   [省略] 

 

 



国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程実施細則の一部改正について 

 

   改正理由：学長選考に係る意向投票を実施することに伴い，所要の改正を行うものである。 

改       正 現       行 

 

 （趣旨） 

第１条 この細則は，国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程（平成 16 年規

程第 50 号。以下「学長選考等規程」という。）第 11 条の規定に基づき，学

長選考の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （学長選考実施の公示） 

第２条 国立大学法人東京学芸大学学長選考会議（以下「選考会議」とい

う。）は，学長選考等規程第４条第１項各号のいずれかに該当するときは，

速やかに学長選考の実施に関する事項を決定し，公示しなければならない。 

 （学長候補者の推薦） 

第３条 学長選考等規程第５条第１項第１号に規定する第１次候補者の選考

は，次の各号に定める者のうちから行う。 

(1) 選考会議委員から推薦された者 

 

(2) 本学の常勤の職員（選考会議委員である職員を除く。）20 人以上の連署

により推薦された者 

(3) その他選考会議が認めた者 

２ 前項の推薦は，本人の同意を得た上で，第１号に規定するものについて

は，学長候補者推薦書（様式第１）に履歴書（様式第３）及び所信表明書

（様式第４）を，第２号に規定するものについては，学長候補者推薦書（様

式第２）に履歴書（様式第３）及び所信表明書（様式第４）を添えて選考会

議に提出して行う。 

３ 第１項第３号に規定するものについては，選考会議が，本人の同意を得た

上で，履歴書（様式第３）を作成する。 

４ 第１項第２号に規定する推薦に当たって，職員は，複数の学長候補者の推

薦者になることはできない。 

５ 推薦の手続等に関し必要な事項は，選考会議が別に定めるとともに，公示

しなければならない。 

 （選考会議委員の交代） 

第４条 選考会議委員のうち，前条の規定により，学長候補者として推薦され

た者又は選考会議が学長候補者と認めた者は，国立大学法人東京学芸大学学

 

 （趣旨） 

第１条 この細則は，国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程（平成 16 年規

程第 50 号。以下「学長選考等規程」という。）第 13 条の規定に基づき，学

長選考の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 （学長候補者の推薦） 

第２条 学長選考等規程第５条第１項第１号に規定する第１次候補者の選考

は，次の各号に定める者のうちから行う。 

(1) 国立大学法人東京学芸大学学長選考会議（以下「選考会議」という。）

委員から推薦された者 

(2) 本学の常勤の職員（選考会議委員である職員を除く。）20 人以上の連署

により推薦された者 

(3) その他選考会議が認めた者 

２ 前項の推薦は，本人の同意を得た上で，第１号に規定するものについて

は，学長候補者推薦書（様式第１）に履歴書（様式第３）を，第２号に規定

するものについては，学長候補者推薦書（様式第２）に履歴書（様式第３）

を添えて選考会議に提出して行う。 

 

３ 第１項第３号に規定するものについては，選考会議が，本人の同意を得た

上で，履歴書（様式第３）を作成する。 

４ 第１項第２号に規定する推薦に当たって，職員は，複数の学長候補者の推

薦者になることはできない。 

５ 推薦の手続等に関し必要な事項は，選考会議が別に定める。 

 

 （選考会議委員の任務除外） 

第３条 選考会議委員のうち，前条の規定により，学長候補者として推薦され

た者又は選考会議が学長候補者と認めた者は，国立大学法人東京学芸大学学



長選考会議規程（平成 16 年規程第 34 号。以下「学長選考会議規程」とい

う。）第２条第２号に規定する学長の選考に関する審議に加わることができ

ない。 

２ 前項の場合，学長選考等規程第５条第１項第４号に規定する学長最終候補

者の選考が終了するまでの間，委員の交代を行うものとする。 

３ 前項の委員の交代は，学長選考会議規程第３条に規定する当該委員の選出

された組織ごとに，あらかじめ定められた順位に基づいて行うものとする。

この場合において，交代する委員の人数は，選出された当該組織ごとにおけ

る委員以外の人数を超えないものとする。 

 （学長最終候補者の公示） 

第５条 選考会議は，学長選考等規程第５条第３項に規定する本人の同意を確

認したときは，その旨を速やかに学長に報告するとともに，公示しなければ

ならない。 

 （再選考） 

第６条 学長最終候補者が学長就任を辞退したとき又は学長に就任することが

できなくなったときは，選考会議は，速やかにその旨を公示するとともに，

学長選考等規程第５条第１項第１号に規定する第１次候補者のうちから，学

長最終候補者の再選考を行う。 

２ 選考会議は，前項による再選考を行うことが困難であると判断した場合

は，再選考の方法を審議するものとする。 

 （補則） 

第７条 この細則に定めるもののほか，学長選考の実施に関し必要な事項は，

選考会議が定める。 

 

附 則 

 この細則は，平成 21年１月 23日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長選考会議規程（平成 16 年規程第 34 号。以下「学長選考会議規程」とい

う。）第２条第２号に規定する学長の選考に関する審議に加わることができ

ない。 

２ 前項の場合において，当該委員は，学長選考会議規程第６条第１項に規定

する委員に含めないものとする。 

 

 

 

 

 （学長最終候補者の公示） 

第４条 選考会議は，学長選考等規程第５条第３項に規定する本人の同意を確

認したときは，その旨を速やかに学長に報告するとともに，公示しなければ

ならない。 

 （再選考） 

第５条 学長最終候補者が学長就任を辞退したとき又は学長に就任することが

できなくなったときは，学長選考等規程第５条第１項第３号に規定する第２

次候補者のうちから，学長最終候補者の再選考を行う。 

 

２ 選考会議は，前項による再選考を行うことが困難であると判断した場合

は，再選考の方法を審議するものとする。 

 （雑則） 

第６条 この細則に定めるもののほか，学長選考の実施に関し必要な事項は，

選考会議が定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１（第３条第２項関係） 〔省略〕 

様式第２（第３条第２項関係） 〔省略〕 

様式第３（第３条第２項関係） 〔省略〕 

 

様式第４（第３条第２項関係） 

 

 

所 信 表 明 書 

 

候補者氏名           ㊞ 

 

※ 大学の教育・研究，管理運営，社会貢献，将来構想等に関する所信を記載

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 用紙は，Ａ４版（縦型１枚）とする。 

２ 学長選考の過程で，この所信表明書の内容を学内に公表します。 

 

様式第１（第２条第２項関係） 〔省略〕 

様式第２（第２条第２項関係） 〔省略〕 

様式第３（第２条第２項関係） 〔省略〕 

 

 

 

 

 

 


